
 

調査計画 

 

１ 調査の名称 

  船員労働統計調査 

 

２ 調査の目的 

  本調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく「船員労働統計」の作成を目的とする統計

調査であり、船員の報酬、雇用等に関する実態を明らかにするものである。 
 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 ■その他

（船舶）） 

船員法（昭和 22 年法律第 100 号）第１条に規定する船員であって、総トン数 20 トン以上の、

以下のア～ウに示す区分による船舶（船舶所有者と同一の家族に属する者のみを使用する船舶を

除く。）に乗り組む者を調査の対象とする。 
ア 漁船並びに引船、はしけ及び官公署船（以下「特殊船」という。）以外の船舶のうち、国土交

通大臣が指定する船舶（以下「指定船舶」という。） 
イ 漁船 
ウ 特殊船 
 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

ア 指定船舶（第１号調査） 
約 400 隻（母集団の大きさ：約 3,300 隻） 

イ 漁船（第２号調査） 
 約 1,000 隻 

  ウ 特殊船（第３号調査） 
約 500 事業所 

（２）報告者の選定方法 

ア 指定船舶（第１号調査） 
（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) □有意抽出） 
船員法第 111 条に規定する業務報告から母集団名簿を作成し、同名簿から内外航別、用途別（旅

客船、貨物船及び油送船）及び総トン数階層別に船舶を無作為に抽出する（詳細は別添１を参照）。 
イ 漁船（第２号調査） 
（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 
船員法第 111 条に規定する業務報告から母集団名簿を作成し、全ての船舶について報告を求め
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る。 
ウ 特殊船（第３号調査） 
（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 
船員法第 111 条に規定する業務報告から母集団名簿を作成し、当該特殊船を所有する全ての事

業所について報告を求める。 
（３）報告義務者 

３．（２）ア及びイに規定する船舶の船舶所有者（船舶共有の場合は船舶管理人、船舶賃貸の場

合は船舶借入人）並びに３．（２）ウに規定する特殊船を所有する事業所の代表者 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

ア 指定船舶（第１号調査） 
① 報告者に関する事項（氏名又は名称及び住所、所属船主団体名、労働組合の状況） 
② 指定船舶に関する事項（名称、総トン数、稼働日数、用途、航行区域、内外航別） 
③ 指定船舶に乗り組む船員に関する事項（船長・職員、部員ごとの船員数及び女性・外国人

船員の内数） 
以下、指定船舶に乗り組む全ての船員について、職種ごとに報告を求める事項 

④ 年齢 
⑤ 性別 
⑥ 外国人か否か 
⑦ 経験年数 
⑧ 年間総労働時間（時間内労働時間、時間外労働時間、補償休日労働時間） 
⑨ 年間取得休日数（有給休暇、休日・休暇） 
⑩ 月間総労働時間 
⑪ 定期払いを要する報酬（給料、家族手当、その他の手当） 
⑫ 割増手当・夜間割増 
⑬ 航海日当 

⑭ その他の手当 

⑮ 昨年 1年間の賞与、期末手当等特別に支払われた報酬 

 イ 漁船（第２号調査） 
① 報告者に関する事項（氏名又は名称及び住所） 
② 漁船に関する事項（船名（まき網漁業は主船名）、総トン数、用途） 
③ 従業状態、報酬額に関する事項（漁業の種類、漁業種類ごとに以下のａ．～ｈ．までの報告

を求める事項） 
ａ．漁業期間 
ｂ．航海日数 
ｃ．航海回数 
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ｄ．漁業期間中最も乗組員数が多かった月と人員数 
ｅ．漁業期間中最も乗組員数が少なかった月と人員数 
ｆ．水揚高合計額 
ｇ．乗組員に支払われた報酬合計額 
ｈ．報酬の支払形態 
ｉ．報酬（給料、歩合給、その他の手当、特別に支払われた報酬、航海日当） 

④ 以下、漁船に乗り組む全ての船員について、漁業種類及び職種ごとに報告を求める事項 
ａ．人員数及び女性・外国人船員の内数 
ｂ．持代（歩）数及び女性・外国人船員の内数 
ｃ．給料又は最低保障額及び女性・外国人船員の内数 

 ウ 特殊船（第３号調査） 
① 報告者に関する事項（氏名又は名称、住所） 
② 特殊船に関する事項（用途、隻数、総トン数又は積トン数） 
③ 特殊船に乗り組む全ての船員について、職階ごとに報告を求める事項 
ａ．船員数及び女性・外国人船員の内数 
ｂ．総延稼働日数及び女性・外国人船員数の内数 
ｃ．時間外・補償休日労働時間及び女性・外国人船員の内数 
ｄ．年間取得休日数（有給休暇、休日・休暇）及び女性・外国人船員の内数 
ｅ．報酬（定期払いを要する報酬（給料、その他の手当）、割増手当・夜間割増、特別に支払 

われた報酬、航海日当）及び女性・外国人船員の内数 
〔集計しない事項の有無〕 無□ 有■ 

   ・「ア 指定船舶（第１号調査）」における①報告者に関する事項、②指定船舶に関する事

項（名称、航行区域）、③指定船舶に乗り組む船員に関する事項、「イ 漁船（第２号調

査）」における①報告者に関する事項（氏名又は名称及び住所）、②漁船に関する事項

（船名（まき網漁業は主船名））及び「ウ 特殊船（第３号調査）」における①報告者に

関する事項は、内容審査のみに用いる事項であり、集計は行わない。 

（２）基準となる期日又は期間 

  ア 指定船舶（第１号調査） 
毎年６月の給与支払期日現在において、６月の１か月間（給与締切日の定めがある場合には、

６月の最終給与締切日以前の１か月間） 
ただし、年間総労働時間及び年間取得休日数並びに昨年 1 年間の賞与、期末手当等特別に支払

われた報酬については、調査年前年の１年分（１月から 12 月までの分） 
  イ 漁船（第２号調査） 
   毎年 12 月末現在において、当該年の１年分（１月から 12 月までの分） 
  ウ 特殊船（第３号調査） 

毎年６月の給与支払期日現在において、６月の１か月間（給与締切日の定めがある場合に

は、６月の最終給与締切日以前の１か月間） 
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６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

国土交通省－地方運輸局（運輸監理部を含む。）、沖縄総合事務局－運輸支局、海事事務所－報告

者 
（２）調査方法 

■郵送調査 ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム ■電子メ

ール） □調査員調査 ■その他（FAX） 

〔調査方法の概要〕 

 オンライン調査について、電子メールの送受信に当たっては、調査票情報が保存されているファ

イルに対して、報告者ごとに異なるパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。

なお、独自のシステムは、電子政府の総合窓口（e-Gov）を使用し、国土交通省オンライン申請シス

テムを経由して行う。FAX については、国土交通省から報告者に対して、郵送により調査票を配布

し、FAX により調査票を回収（報告者が送信）する方法により行う。なお、FAX による調査票の送

信に当たっては、調査票の送信前後に、報告者と国土交通省の双方において、調査票の送付・受取

の確認連絡によるセキュリティ対策を講ずることとする。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他

（   ） 

（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：    年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

  ア 指定船舶（第１号調査） 
   毎年６月１日～８月末日 

イ 漁船（第２号調査） 
毎年 12 月１日～翌年２月末日 

ウ 特殊船（第３号調査） 
毎年６月１日～８月末日 

 

８ 集計事項 

ア 指定船舶（第１号調査） 
１ 内外航別、用途別、船長及び職員・部員別、トン数階層別１人１か月平均報酬等（※１） 
２ 用途別、年齢階層別１人１か月平均報酬等（※１） 
３ 年齢階層・経験年数階層別「定期払いを要する報酬」の平均 
４ 年齢階層・経験年数階層別船員数 
５ 報酬額階層・総労働時間階層別船員数 
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イ 漁船（第２号調査） 
１ 漁業種類別、専業船・兼業船別、報酬の支払形態別調査隻数 
２ 専業船の漁業種類別、都道府県別、用途別、報酬の支払形態別従業状態及び持代（歩）数 1.0
の乗組員（固定給制は甲板部員）１人１か月平均報酬額 

３ 兼業船の漁業種類別、都道府県別、報酬の支払形態別従業状態及び持代（歩）数 1.0 の乗組

員（固定給制は甲板部員）１人１か月平均報酬額 
４ 専業船の報酬の支払形態別、漁業種類別、用途別、職種別調査人員数、１人平均持代（歩）

数及び１人１か月平均の基本給（給料）の額又は最低保障額 
５ 兼業船の報酬の支払形態別、漁業種類別、用途別、職種別調査人員数、１人平均持代（歩）

数及び１人１か月平均の基本給（給料）の額又は最低保障額 
６ かつお・まぐろ漁業のトン数階層別、報酬の支払形態別従業状態及び持代（歩）数 1.0 の乗

組員（固定給制は甲板部員）１人１か月平均報酬額 
ウ 特殊船（第３号調査） 
１ 用途別、船長及び職員・部員別の１人１か月平均報酬等（※２） 

 ※１･･･船員数、年齢、経験年数、月間総労働時間、報酬、昨年一年間の総労働時間（船員数、年

間総労働時間、年間取得休日数） 
 ※２･･･隻数、総トン数又は積トン数、船員数、平均稼働日数、労働時間、年間取得休日数、報酬 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 

（２）公表の期日 

 ア 指定船舶（第１号調査） 
調査実施年の 12 月末日までに公表する。 

イ 漁船（第２号調査） 
調査実施年の翌年６月末日（末日が土休日に当たる場合には、その直後の営業日）までに公表

する。 
ウ 特殊船（第３号調査） 

調査実施年の 12 月末日までに公表する。 
 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（  ） 

■使用しない 

  本調査は、船員法第１条に規定する船員に関する調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計

結果の表示に統計基準を用いる余地が小さいことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間：記入済み調査票は２年、調査票の内容を記録した電磁的記録は永年 
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保存責任者：国土交通省総合政策局情報政策課交通経済統計調査室長 

12 立入検査等の対象とすることができる事項

該当なし
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【別添１】 

船員労働統計調査（第１号調査）の標本設計等について 
 
１ 母集団情報 

 
船員法第 111 条に規定する業務報告を用いて母集団名簿を作成し、母集団の隻数を把握すると

ともに、船員労働統計母集団調査若しくは船員労働統計予備調査（以下「母集団調査」という。）

により、標本設計に必要となる情報を把握する。 
 
２ 階層の設定 

 
内航・外航別、用途別、総トン数別に階層を設定する。 

内航 
（15 階層） 

用途 ３区分：旅客船、貨物船、油送船 

総トン数 ５区分：20 トン～199 トン、200 トン～499 トン、500 トン

～699 トン、700 トン～1,599 トン、1,600 トン～ 

外航 
（６階層） 

用途 ３区分：旅客船、貨物船、油送船 

総トン数 ２区分：20 トン～4,999 トン、5,000 トン～ 

 
３ 標本設計 

 
１で把握した母集団の隻数及び母集団の情報を基に、２で設定した階層別に、１人当たり平均

報酬額が精度 5%（信頼度 95%）となるように標本設計を行う。 
 
  = (1.05− 0.95)  
 

Wi：i 層における目標精度の平均報酬幅 
Ri：母集団調査の i 層における 1 人当たりの平均報酬（千円）  としたとき、 
 

  ≥ (2 × 1.96) 1− ∑  

 
Pi：i 層における信頼度 95％時の必要標本乗組員数 
Yij：母集団調査の i 層における j 番目の船舶の船別乗組員数 
Ai：母集団調査の i 層における隻数（母集団調査回答隻数） 
Di：母集団調査の i 層における 1 人当たり平均報酬額の標準偏差 

 
 を満たす Piを算出し、必要標本数 Qiを算出する。 
 
  =  

 
Qi：信頼度 95％時の i 層における必要標本隻数 
Bi：母集団の隻数の i 層における 1 隻当たりの平均乗組員総数  
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４ 配布数 

 
３で算出した必要標本数に母集団調査の回収率の逆数を乗じて、配布数を算出する。 

内航 
用途 トン数階級 母集団 

隻数 
必要 
標本数 配布数 外航 

用途 トン数階級 母集団 
隻数 

必要 
標本数 配布数 

旅客船 

20～199 183 26 33 旅客船 20～4,999 3 1 2 
200～499 65 9 12 5,000～ 8 4 7 
500～699 26 6 9 貨物船 20～4,999 3 3 3 
700～1,599 34 7 9 5,000～ 149 14 37 
1,600～ 98 2 3 油送船 20～4,999 4 1 2 

貨物船 

20～199 231 38 93 5,000～ 55 11 15 
200～499 938 16 36      
500～699 58 11 19      
700～1,599 182 11 18      
1,600～ 213 4 5      

油送船 

20～199 320 42 73      
200～499 296 14 27      
500～699 30 6 8      
700～1,599 224 7 11      
1,600～ 162 5 7      

内航計 3060 204 363 外航計 222 34 66 
 
５ 推計 

 
 報酬については、回収調査票を用途別・トン数階層別に集計し、母集団に復元した推計値を算

出した後、平均の算出を行う。但し、職種別等の値については、報告値の平均となっている。な

お、推計値の算出方法は、以下の計算式により算出している 
 
 
 
 
 
 
 
 

：集計隻数）：母集団隻数：船員数：調査項目

：トン数階級の別）：用途の別：内航船・外航船の別
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